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はじめに
　非営利組織にとって会計が重要なことは共
通認識であるが、寄付者の財務情報に対する
関心は高いとは言えない。寄付者は無駄遣い
や不祥事といったネガティブな情報に敏感で
あるが、自ら能動的に財務情報を調べるより
は、団体の説明責任を追及して事後的な批判
が行われる傾向が強いように思われる。
　それに対して、いたずらに美化すべきでは
ないが、諸外国では自らの資金を不適切な団
体に供給しないように、寄付者自身が調べて
確認する「寄付者の自己責任」という考え方
がある。そして、単に団体ごとの財務諸表を
公表するだけでなく、民間機関等が基本的な
財務データや有給スタッフ数、管理費比率な
どをデータベース化して公開し、評価や格付
けをするなど、寄付者の意思決定に役立てる
ための情報提供も行われている。そこで、本
稿では国内外における財務情報の活用状況も

CATEGORY

対象法人格

対 象 部 署

対 象 職 位

税務解説・寄付・財務情報

公益法人・一般法人

経理・総務・広報

役員・管理職・職員

◆ はじめに
◆Ⅰ　寄付者の関心
◆Ⅱ　財務情報のどこを視るか
◆Ⅲ 　公益法人会計基準・公益認
定への示唆

◆ おわりに

目　次

馬場英朗［ばば・ひであき］　関西大学教授

寄付者は財務情報のどこを視るか
～公益法人会計基準・公益認定への示唆～



31No.1041　2021.12.15

寄付者は財務情報のどこを視るか～公益法人会計基準・公益認定への示唆～

考慮しながら、寄付者は財務情報のどこに関
心があるか、あるいは何を視るべきかを考察
するとともに、そこから得られる公益法人会
計基準や公益認定への示唆を探ってみたい。

Ⅰ 　寄付者の関心
　活動資金の獲得や財務的な持続性は、非営
利組織を常に悩ませている課題であり、寄付
者などに支援を呼び掛けたいところではある
が、寄付者の関心は主として事業の共感性や
組織運営の健全性に向けられている。そのた
め、積極的な働きかけをしないと寄付は集ま
らないが、あからさまに資金不足を訴えても、
思うように寄付者からの共感が得られないと
いうジレンマがある。
　筆者が非営利組織（NPO法人）の寄付者に
対して、財務情報への関心についてアンケー
ト調査を行った結果を表に示すと、寄付者は

内部留保や団体財産、あるいは収益や利益が
生じているかよりも、活動目的やミッション、
将来の目標や活動の成果を重視する傾向が認
められた。また、人件費や事業費比率といっ
た資金の使い道への関心はある程度あったが、
その一方では「会計情報によって寄付するか
否かを決めることはなく無意味な調査」とい
う叱責に近いコメントも存在した。
　それに対して、海外の研究によると寄付に
対して総資産が正に（Tinkelman［1999］）、あ
るいは管理費比率が負に、ファンドレイジン
グ費が正に働くこと（Greenlee and Brown 
［1999］）が検証されている。さらに、アン
ケート調査によると寄付者は目標や活動内容、
成果などの非財務情報をより重要視するが、
財務情報については詳細な財務諸表よりも簡
潔に要約したものを好むとともに、管理費比
率が比較的重視されている（Hyndman［1990］）。

Ⅰ 　寄付者の関心

財務情報に関する項目
（18項目の調査結果から抜粋）

団体A 団体B

順位 加重
平均値 順位 加重

平均値
団体の活動目的やミッション 1 4.69 1 4.84
来年度や将来の活動目標、予算 3 4.09 2 4.13
団体の活動内容・成果に関する記述的情報 2 4.13 4 4.03
団体の活動内容・成果に関する数量的情報 4 3.72 3 4.06
効率的に人件費が使われているか 6 3.55 5 3.87
事業に使った資金の割合（事業費の金額） 5 3.70 7 3.65
人件費や旅費交通費、家賃、消耗品費等の資金の使い道 7 3.36 6 3.74
寄付金や補助金による収入の金額 11 3.16 9 3.58
収益（収支差額・利益）の金額 10 3.17 10 3.48
多様な収入源の確保（事業収入や寄付金収入等のバランス） 11 3.16 10 3.48
事業による収入の金額 14 3.06 12 3.32
団体が保有している資金や財産 15 3.02 15 3.23
内部留保（正味財産・純資産）の金額 16 2.97 16 3.16

※　加重平均値は、寄付者が評価した 5段階の重要度を加重平均したものである。
出典：馬場ほか［2013］p. 4 を加工して作成

 表：寄付者が重要と考える財務情報
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また、寄付の依頼文を送付する際に財務情報
を添付する方が、財務情報がない場合よりも
寄付をしてもらえる可能性が高い（Parsons 
［2007］）ということが明らかにされている。
　したがって、寄付者は明示的に財務情報を
意識していなくても、寄付の意思決定をする
際の潜在的な判断基準として財務情報を用い
ている可能性がある。特に、寄付者は事業費
比率、あるいはその裏返しである管理費比率
への関心が比較的高い一方で、きちんと成果
があがっていれば利益を得ているかどうか、
あるいは内部留保や余剰財産がどれくらいあ
るかということをあまり気にしないことが、
これまでの研究によってうかがわれる。

Ⅱ 　財務情報のどこを視るか
　現状では、寄付者の財務情報に対する関心
は高いとは言えないが、その一因にはわが国
の非営利組織を取り巻く環境において、寄付
者の会計リテラシーを高める機会が欠けてお
り、自ら財務情報を確認する習慣が根付いて
いないという問題がある。そこで、非営利組
織は寄付者にどのような財務情報を提供すべ
きか、また寄付者は財務情報のどこを視るべ
きか、ということを考えてみたい。
　まず、費用に関しては資金の使い道が重要
であり、丁寧に説明すべきことは団体及び寄
付者の共通認識となっている。ただし、より
詳細な情報を提供したいと考える団体側と、
わかりやすい説明を求める寄付者側には情報
ニーズのギャップが生じがちである。また、
適切な支出を確保することは活動や組織を持
続するうえで不可欠であるが、寄付者は拠出
した資金が人件費や管理費に使われることに
拒否感をもつ場合がある。そのため、「寄付
は管理費に使わない」とアピールする団体も
あるが、災害時など寄付の事務処理に追われ
て、事業自体に支障をきたす事例も生じてい

る。適正な人件費や管理費が不可欠と理解し
てもらうことは、個別団体の努力では限界が
あり、非営利セクター全体として重要性を伝
えていく必要があるだろう。
　それに対して、費用に比べて収益の情報は
あまり重視されていないように思われる。し
かし、収益をどこから獲得するかは、寄付者
の関心が高い将来の活動目標や予算とも連動
する課題である。また、わが国では行政委託
事業や補助金など、特定の財源への依存度が
高い団体も少なくないところ、これらの財源
は余剰資金を残すことがあまり認められない
ため、中長期的には活動や組織が先細りする
ことも懸念される。この点について、NPO
法人に係る研究では寄付を含めて多様な財源
をもつ団体の方が、正味財産を蓄積できるこ
とが検証されている（馬場ほか［2010］）。そ
のため、中長期的な経営計画とも関連づけな
がら団体の収益構造を見直し、寄付などの多
様な財源を確保できるように働きかけを続け
ることが重要になる。
　さらに、非営利組織の会計において大きな
論点となる正味財産については、収支を均衡
させて余剰を残すべきではないという誤解が
根強くある。しかし、必ずしも寄付者は、余
剰や正味財産の多寡に関心をもっているわけ
ではない。また、組織として活動する以上は、
非営利であっても将来の投資やリスクに備え
るために、一定水準の正味財産を蓄積するこ
とが不可欠である。特にコロナ禍のもとで、
これまで順調に運営してきた団体の財政が急
激に悪化する事態が生じており、リスクに備
える内部留保の重要性が痛感される。将来へ
の展望を提示するためにも、人材や事業の開
発に必要な投資計画、あるいは潜在的なリス
クを含めた情報を寄付者等の利害関係者に示
したうえで、どの程度の正味財産を蓄積すべ
きかという団体の方針を明確にすることが望

Ⅱ 　財務情報のどこを視るか
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ましいと思われる。

Ⅲ 　公益法人会計基準・公益認定へ
の示唆

　ここまでの議論をまとめると、寄付者に提
供したい非営利組織の財務情報としては、①
資金使途の明確化と適切な支出への理解、②
中長期的な経営計画と結びついた財源の見通
し、③将来への人材・事業開発に必要な投資
及びリスクに備える内部留保の方針が挙げら
れる。ただし、公益法人会計基準はそもそも
利害関係者へのアカウンタビリティよりも、
公益認定制度に対応することを目的とした会
計処理が採用されている。そのため、寄付者
のニーズに沿った財務情報を提供するには、
以下のような課題があると考えられる。
　まず、資金使途の明確化については、公益
認定を満たせるように公益目的事業費率を高
めるため、できるだけ多くの費用を公益目的
事業に割り振り、管理費が過少に見えてしま
う懸念がある。合理的な範囲で間接経費を事
業費に配賦することは問題ないが、事業管理
に関する人件費や事務所経費などが過度に事
業費へと計上されると、偏りのある財務情報
に基づき寄付者の意思決定を阻害したり、適
正な管理費水準を見積もることが困難になっ
たりする。また、公益法人会計基準について
現在、正味財産増減計算書に代わる活動計算
書に費用の機能別分類を導入すべきか議論さ
れているところ（内閣府公益認定等委員会
［2021］）、事業費及び管理費を集約して表示
すれば簡潔になって一覧性が向上するものの、
人件費や旅費交通費などの各費目がいくらに
なるかわかりにくくなるという懸念もある。
（なお、諸外国では集約表示したうえで、内訳を
注記することなどが行われている。）
　次に、財源の見通しについては、公益認定
による収支相償が基礎となっているため、リ

スクを取りながら新たな財源を開拓するより
も、予定された財源を計画的に費消すること
が求められている。財政の安定性は重要な課
題であるが、世界的に見ると非営利組織には
社会的なイノベーションを推進する主体とし
て、リスクを恐れずに試行錯誤することが期
待されている。特定費用準備資金や公益目的
保有財産の取得を見込むことで弾力的な運用
ができるものの、あくまでも事前の計画に
従った財政運営が求められており、挑戦的な
経営を行ううえでは公益認定が一定の足枷に
なっているとも考えられる。
　最後に、内部留保については、旧来の公益
法人制度において過剰な余剰財産を蓄積して
いたケースもあり、公益認定によって遊休財
産の保有が制限されている。この点に関して
も特定費用準備資金や公益目的保有財産の取
得などである程度は弾力的な運用ができるが、
遊休財産は公益目的事業費相当額の 1年分が
上限とされている。したがって、突発的な寄
付金の受け入れがあっても速やかな費消を計
画する必要があるなど、中長期的な投資ある
いはリスクへの備えを展望することが困難と
なり、今般のコロナ禍のような状況が発生す
ると容易に財政が傾いてしまう恐れもある。
それに対して、諸外国では利害関係者にレジ
リエンス（強靭性）を説明するために、各団
体が内部留保の方針を定めて公表するという
取組みも行われている。

おわりに
　公益法人会計基準が公益認定の判断基準と
リンクしていることにより、公益法人の財務
情報と寄付者へのアカウンタビリティには一
定の乖離が生じている。その反映として、公
益法人には変化を期待しない静態的な運営が
想定されているようにも思われるが、世界的
に見ると非営利セクターは社会変革を生み出

Ⅲ 　公益法人会計基準・公益認定へ
の示唆

おわりに
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す存在としてダイナミズムを高めている。公
益法人制度におけるこのような齟

そ ご
齬は、いま

だ移行認定が大半を占めており、新規の公益
認定があまり伸びていない状況にも表れてい
ると考えられる。
　公益法人が社会からの理解を獲得するため
には、寄付者などの利害関係者のニーズに
沿った組織運営と情報開示が求められる。ま
た、それを実現できるような経営の柔軟性が
必要になる。わが国の公益法人制度改革にあ
たって参考にされたイギリスのチャリティ委
員会では、公開することが望ましい情報項目
を提示し、団体自身が自主的に情報を開示し
て社会からの理解を得ることが推奨されてい
る。公益法人関連三法の理念を阻害しないよ
うに、会計が法人の自主的な運営を縛ること
なく、利害関係者の理解と監視を基盤としな
がら民間が公益を担うことのできる財務情報
の開示が進むことが期待される。
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執筆者Profi le

　11月 5 日、国税庁は同庁Webサイトで「適格請求書発行事業者の登録申請書の提出に当た
りご注意いただきたい事項」を公表した。
 10月 1 日から適格請求書発行事業者の登録申請が始まったが、登録申請書の提出に当たり、
記載漏れ、記載誤り、二重送信が見受けられるとのことで、これらの記載誤り等がある場合は、
審査に通常よりも多くの時間を要することになるようだ。
　法人事業者向けの注意事項としては①住所又は居所（法人の場合）本店又は主たる事務所の
所在地欄、②氏名又は名称欄、③事業者区分欄、④次葉を挙げている。
　①は、登記上の所在地を正しく記載し、建物名、部屋番号も正確に記載するよう求めている。
②は登記上の法人名を正しく記載し、大文字・小文字、アルファベット表記・カナ表記も正確
に記載するよう求めた。③は「課税事業者」/「免税事業者」のいずれかにチェックが入って
いるか確認を求めている。④については、「登録要件の確認」欄は全ての事業者が記載する必
要があるとのこと。
　なお、二重送信した場合、原則として最後に送信された登録申請書を有効なものとして取り
扱うようだ。

トピック　◆　インボイス登録申請にあたっての注意事項


